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泥岩切土の風化過程

2.4 調査法面における追跡調査 
表 2 に調査法面で実施している追跡調査の内容を示す。
追跡調査は 1970年（t = 2）， 1977年（t = 9）， 1984年（t 
= 16）， 2017年（t = 49） の 4回実施しており，法面観察，
弾性波探査および速度検層により法面の経年的な変化を

確認した。なお，t は施工完了からの経過年数である。法
面観察では，高速道路建設後，間も無く実施した初回の調

査から継続して，植生の状態や法面の変状を写真やスケッ

チ等で記録している。弾性波探査および速度検層について

は法面に 2〜3 測線を設定して，同一箇所を継続的に調査
してきた。

図 4は 1970年（t = 2）， 1977年（t = 9），1984年（t = 
16），2000年（t = 32）， 2016年（t = 48）， 2017年（t = 49）

に撮影した調査法面の全景写真である。写真のように切土

後，年月の経過とともに自然遷移による樹林化が進行して

いる。樹木が根を張ることで表層地盤が補強される一方で，

風化がさらに進行して軟質化していることも予想される。

なお，2017 年には法面排水施設の更新工事のために樹木
が伐採されたが，その後，植生は回復している。図 5 は， 
1984年および 2017年の調査時に撮影した法面表土とボー
リングコアである。切土掘削直後の表層部の岩質区分は軟

岩であったが 1984 年には角礫状または粘土状に変化して
おり，2017年の調査時も同様の傾向であった。深度 2.10〜
3.05 mのボーリングコアは，わずかに亀裂を含むが，概ね
棒状を呈する部分が多い。コアの亀裂面は褐色化しており

風化の兆候が確認される。このように，調査法面で採取し

た試料からは切土掘削から約 50 年を経て地表から風化が
深さ方向に明瞭に進行していることが確認された。

(a) 平面図 

(b) 道路横断図（測線A） (c) 調査法面の地質横断図（測線A）
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図 3 調査法面の平面図，横断図，地質横断図
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表 1  調査法面における建設前の地盤調査結果（BH 0） 表 2 追跡調査の内容
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/ mm）である。なお，針貫入試験は 1深度毎に 5つの岩片
に対して行い，これらの平均値を用いて結果を分析した。 
多段階三軸圧縮試験は，Kovari and Tisa24)の方法に従っ
て実施した。この試験は，一つの供試体に対して拘束応力

を変化させて複数回のせん断を行うことにより強度定数 c, 
f を得るものであり，亀裂の多い岩石試料など供試体を複

数個，作製して試験を実施することが困難な場合に有効で

ある。表 4 に試験条件を示す。供試体は，BH 1-2 および
BH 2-1のボーリング試料から，強風化部，風化部，新鮮岩
部の 3箇所を選定した。強度定数はピーク時と残留時につ
いて求め，両者を比較した。図 6 に BH1-2 および BH2-1
の供試体の写真を示す。供試体の状態は，BH1-2 の深さ
1.75m（風化部）の表面に若干色調の異なる部位が確認さ
れるが，一様の泥岩で構成されており，亀裂の少ない状態

である。また，風化の程度が強い浅部ほど供試体の色調は

褐色を帯びている。なお，試験時の間隙圧係数 B値は初期
載荷時において 0.95 ~ 1.0であり，飽和条件下でせん断試
験を行った。

4. 結果と考察

ボーリング孔から採取した試料の目視観察，鉱物分析お

よび物理試験の結果に基づき，切土掘削から約 50 年にわ

たる化学的および物理的風化の進行について検討した。化

学的風化と物理的風化は，現象が複合的に進むことから，

調査結果から各々を個別に評価することは困難であるた

め，これらの分析では以下の条件で各々の風化現象を特定

した。

(1) 化学的風化は，酸化や溶解等による化学的な鉱物特

性の変化であり，XRDの鉱物分析と pH，目視でのボ
ーリングコアの観察の 3つの結果で特定した。

(2) 物理的風化は，除荷や乾湿・温度変化による膨張収縮

による亀裂進展や細粒化による剛性や強度の低下で

あり，弾性波探査や強度試験の結果で特定した。

4.1 切土法面の化学的風化

(1) ボーリングコアの観察
表 5および表 6に BH 1-1と BH 2-1の土質区分，風化の
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表 6  BH2-1 のボーリングコア等観察の結果 

表 5 BH1-1のボーリングコア等観察の結果 

BH1-2 0.60m, 1.75m, 4.47m
BH2-1 0.61m, 1.72m, 3.39m

σc(kN/m2): 150, 200, 300, 500
 300, 200, 150

u b(kN/m2): 100.0
σ’c(kN/m2): 50, 100, 200, 400,

 200, 100, 50

CU

図 6  試験前の供試体 

0.60m 1.75m 4.47m

(a) BH 1-2
0.61m 1.72m 3.39m

(b) BH 2-1

表 4 試験条件
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（t = 16），2017年（t = 49）の調査結果である。結果より，
速度層は法面に対してほぼ平行に分布しており，時間の経

過とともに，法面表面から徐々に速度が低下することが見

てとれる。また，測線 Bの 3段目には周囲よりも低速度な
箇所（緩み域）を捉えている。2013年（t = 45）に発生し
た表層崩壊は，この局所的な低速度部の近傍で発生したも

のである。このように弾性波探査により法面を広範囲に調

査することにより，局所的な弱部を把握することができる。

図 13はトモグラフィ解析により求めた測線 Aにおける弾
性波速度 Vpの 2 次元等高線図である。この図は，過去の
弾性波探査データをトモグラフィ解析により再解析して

求めたものである 34)。結果は，図 12と同様に法面に平行
して速度層が分布し，時間が経過するにつれて法面表面の

弾性波速度が低下している。はぎとり法解析は 3~4程度の
速度層による評価であり，各層の速度値は観測年によって

異なるのに対し（図 12），トモグラフィ解析は地下の断面
をセルに分割して速度値を逆解析により求めるため，速度

層を任意に細かく表示して観測結果を比較することがで

きる。今回は，0.1km/sec毎に速度層を表示し，風化帯層厚
の変化等，風化進行の程度をより定量的に分析した。

(4) 一軸圧縮強度
泥岩の強度は，一軸圧縮試験と針貫入試験により qu を
求めた。図 9および図 10により，風化の影響により地表
から 2.0 m程度までの一軸圧縮強度が深部に対して大きく
低下している。BH 1-2 については，新鮮部の強度は
4,000kN/m2 程度以上であるのに対し，表層付近は約

900kN/m2であり，強度が 4 分の 1 程度に低下している。
BH 2-1についても同様に，新鮮部の強度は 3,000kN/m2程

度以上であるのに対し，表層付近は約 600kN/m2であり，

5 分の 1程度の強度低下している。なお，一軸圧縮試験の
結果は，針貫入試験に対して全体的に小さい値を示した。

これは，供試体整形時にひび割れが生じるなどして強度低

下した可能性がある。

(5) 三軸試験で得た強度特性
図 14に BH1-2（0.6 m部）の多段階三軸圧縮試験CU$$$$ の
結果を示す。多段階載荷によって得られた(a) 主応力差 

(a) 1970年（t = 2） (b) 1977年（t = 9） (c) 1984年（t = 16） (d) 2017年（ t = 49）
 

(2 )

(5 )

(4 )

(3 )

(km/sec)
A

30

20

10

0

0 10 20 30 40

(m
)

(m)

1.6

0.9

0.4

0.25

2.7
1.0

0.6

0.2

0 10 20 30 40
(m)

1.6

0.9
0.7

0.25

0.35

0 10 20 30 40
(m)

0 10 20 30 40
(m)

1.60.9

0.55

0.6
0.75

(km/sec)
A

(km/sec)
A

(km/sec)
A

0 10 20 30 40
(m)

1.5
0.22

0.26

1.5

0.94

0.75

0.27

0.9

0 10 20 30 40
(m)

1.5
0.9

0.3~0.35

0.25
0.9

30

20

10

0

0 10 20 30 40

(m
)

(m)

1.6

1.5

1.0

0.6

0.2~0.25

0.35~0.4
0.9

1.0

0 10 20 30 40
(m)

2.0

2.7

1.0

0.6

0.3

1.3~1.5

(km/sec)
B

(km/sec)
B

(km/sec)
B

(2 )

(5 )

(4 )

(3 )

(km/sec)
B

測線A30

20

10

0

0 10 20 30 40

標
高
(m
)

距離(m)
15 25 35 455

25

15

5

図17 測線A

0 10 20 30 40
距離(m)

15 25 35 455

測線A

(2段目)

(5段目)

(4段目)

(3段目)

0 10 20 30 40
距離(m)

15 25 35 455
※調査記録を再解析して作成 ※調査記録を再解析して作成

図17 図17

図 12  弾性波探査による Vpの分布図（はぎとり法解析） 

図 13  トモグラフィ解析により求めた弾性波速度 Vpの分布図 
(a) 1977年（t = 9） (b) 1984年（t = 16） (c) 2017年（t = 49）
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(sa - sr) ，軸ひずみ ea，間隙水圧 u の関係は，(b) に示す
有効拘束圧sr’ の条件で試験したものであり，4 段階目の
載荷時に主応力差がピークとなり，その後に軟化し，残留

状態を迎えた。このとき，4段階目の載荷時に間隙水圧が
最も卓越し，軟化とともに水圧が減少し，7段階目には負
の間隙水圧が確認された。これらの傾向は，土被り（風化

の程度）の違いによりピーク強度の大きさ等に定量的な違

いがあるものの，風化部，弱風化部，新鮮岩部において概

ね同じ傾向が確認された。(c) のピーク時および残留時の
せん断強度定数（c’, f’ ）は，多段階載荷によって得られ
た応力とひずみ，間隙水圧の関係から得た有効応力場の応

力円により求めた。 
図 15に多段階三軸圧縮試験 CU$$$$ のピーク時および残留
時のせん断強度定数（c’, f’ ）の深度分布を示す。ピーク
時の粘着力 c’は，BH 1-2および BH 2-1はともに土被りに
依存して値が大きく変化し，地表に近いほど値が小さい。

例えば，BH 1-2 の弱風化部〜新鮮部（4.5 m）は c’ = 600 
kN/m2 程度であるのに対し，強風化部（0.6m）では，残留

時の粘着力 c’ と同程度の c’ = 36 kN/m2 程度である。残留

時の粘着力 c’については，土被りに依存した変化は見られ
ず，値は c’ = 20 kN/m2 前後と小さい。一部，BH 2-1の風
化部（1.7m）において，c’ = 2.3 kN/m2の弱部が確認された。

一方，せん断抵抗角f’ については，BH 1-2 の弱風化部〜
新鮮部（4.5 m）が 40 °程度，風化部の（1.75m）が 35 °程
度，強風化部（0.6m）が 23 °程度であり，風化の程度が大
きい表面付近はせん断抵抗角f’ の低下が著しい。一方，BH 
2-1 は，弱風化部（3.4m）から風化部（0.6m）のどの深さ
も 30 °〜35 °程度であり，あまり値が変化しない。BH 1-2
強風化部のせん断抵抗角f’ の低下は，化学的風化の進行
による黄鉄鉱と方解石の消失やスメクタイトの含有量の

増加が関係していると考えられる。 
なお，図 9に示すように一軸圧縮試験および針貫入試験
で求めた一軸圧縮強度は，幾らかばらつきはあるものの深

度 2.0m以下の強風化部の一軸圧縮強度は 1,000kN/m2程度

以下であり，深度とともに増加する傾向があった。これに

対して，強風化帯から採取した土試料の三軸圧縮試験の破

壊時応力から求めた一軸圧縮強度は 100kN/m2程度であり，

一軸圧縮強度に比べてやや低い結果になった。これは一軸

圧縮試験が自然含水比の試料に対して実施されたのに対

して，三軸圧縮試験では供試体を飽和させて有効拘束応力

を付与して実施したためと考える。 
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  図 14 多段階三軸圧縮試験の結果 (BH1-2 深さ0.60m) 
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(6) 物理的風化機構
調査法面の物理的風化に見られる全体的な傾向は，法面

深部の新鮮な岩の状態と比較して，法面表層部分の密度，

剛性および強度により確認した。切土掘削後からの約 50
年の間に，地盤剛性の漸進的な低下が確認された。この全

体的な傾向は，新鮮な状態の泥岩が掘削により地表に露出

されてから始まる物理的な風化の進行を示している。物理

的風化の要因には，掘削による応力解放や乾湿繰り返し等

の作用がある。応力解放については，掘削して間も無く法

面全体の弾性波速度が低下したことから，切土掘削により

除荷され，地盤が給水，膨張することにより亀裂が発達し，

密度の低下や地盤強度の低下に影響したと考えられる。

(7) 化学的風化と物理的風化の相互作用
法面の風化による亀裂の発達は，表層部分への水の侵入

を容易にし，化学的風化を促進する可能性がある。BH1-2
表層部のように方解石が消失すると（表 7），泥岩を多孔質
にし 32)，上部の化学的風化をさらに促進する作用物質とし

ても働く。また，地下水位よりも上部では，湿潤と乾燥の

繰り返しが生じやすい環境にもなるため，乾湿繰り返し作

用による泥岩の細粒化も進むと考えられる。約 50 年にわ
たる弾性波速度の漸進的な低下（図 11, 図 12, 図 13）は，
これらのような風化が徐々に進行したことを示している

と考えられる。以上のように，物理的風化と化学的風化は

相互に関係し合いながら泥岩の状態を変化させている。

4.3 調査法面の風化と法面安定への影響

(1) 調査法面の風化機構
調査結果の分析により，切土掘削から約 50 年で調査法
面に生じた物理的および化学的風化の実態が明らかにな

った。法面の上部と下部の両方で物理的風化による表層の

弱化は同程度であったが，化学的風化については，法面の

上部と下部とではその状態に大きな差が確認された。これ

は，法面最上部は掘削前の原地盤表面に近いことから，切

土掘削の前から風化が進行していたことが影響している。 
具体的には，法面の上部（BH 1-2）と下部（BH 2-1）の pH

試験や XRDの結果から，法面上部は表面付近の地盤が酸
性化しており，黄鉄鉱や方解石が消失し，スメクタイトが

生成され，化学的風化が進行していた。一方で，法面下部

は地盤が全体的にアルカリ性であり，表面付近の黄鉄鉱や

方解石の含有量がわずかに低下する程度で，化学的風化の

進行はまだ途上である。このような状態の違いが見られる

一方で，法面の上部（BH 1-2）と下部（BH 2-1）の密度や
強度は法面表層付近で大きく低下し，低下の度合いは同程

度であった。また，弾性波探査や速度検層，密度検層の結

果からも同様の傾向が確認された。

(2) 調査法面の風化による法面安定への影響
切土法面管理における重要事項は，法面崩壊による道路

通行阻害等の第三者への影響を未然に防止することであ

る。風化による地盤の強度低下は法面を不安定化させる可

能性があることから，風化と法面安定性の関係を明らかに

し，法面管理に活かす必要がある。2013年（t = 45）に発
生した調査法面の表層崩壊では，降雨の影響によって風化

した泥岩が長さ約 10m，深さ約 1mの規模で流出し，密閉
型の法枠工が施された（図 16）。この箇所は，BH2-1の側
近であり（図 3(a)），崩壊前は BH2-1と同じように法面の
表層が風化して強度が低下していたと想定される（図 10）。
BH2-1 の風化は掘削直後の除荷や乾湿繰返し等により物
理的風化が進み，鉱物の変化を伴う化学的風化は途中段階

であったことから，表層崩壊は物理的風化による強度低下

が大きく影響していたと考えられる。このように，調査法

面の掘削から約 50 年は物理的風化の影響を強く受けてき
たと考えられるが，将来は BH1-2 のように化学的風化の
影響も受けながら法面全体の風化が益々進行すると予想

される。化学的風化に関する既往の研究では，方解石の溶

解が密度の低下や間隙率の増大，一軸圧縮強度の低下に影

響することや 35)，配向性粘土鉱物（スメクタイトや緑泥石，

雲母，バーミキュライト）の総量が残留強度の低下に影響

する 36) など，地盤強度への影響についても明らかにされ

ている。実際に，掘削前の原地盤面に近い BH1-2では，法
面表面付近での方解石や緑泥石の消失，スメクタイトの生

図 17 速度層の深さの経年変化
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図 16  表層崩壊箇所（2013年）の現状
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